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■ 特 集
産業心理臨床における認知行動療法の動向
－職場復帰支援の現状と課題をもとに
A Consideration of Trends in Cognitive-Behavioral Therapy in Clinical Psychology for 
Occupational Mental Health: The Current Situation and Issues of Support for Returning to Work 
矢澤美香子
武蔵野大学人間科学部
1. 労働者におけるメンタルヘルス不調の実態と対策
本近年，労働者のメンタルヘルスに関わる問題は多様化，深刻化している。労働者の約 6 割が，
現在の仕事や職業生活に関することで強いストレスを感じていると報告されており 11)，精神障害
に係る労災補償認定件数も，2008 年は 927 件であったのに対し，2018 年は 1820 件であり，最近
10 年間でおよそ 2 倍にまで増加している 12)。2006 年には，「労働者の心の健康の保持増進のため
の指針（メンタルヘルス指針）」が策定されており，労働者のメンタルヘルス不調や精神疾患等の
疾病に至るリスクを低減させるために，3 つの予防（一次予防，二次予防，三次予防）と 4 つのメ
ンタルヘルスケア（セルフケア，ラインによるケア，事業場内産業保健スタッフ等によるケア，
事業場外資源によるケア）が，継続的かつ計画的に行われるよう周知されている 13)。
まず，一次予防では，メンタルヘルス不調を未然に予防するため，心の健康づくりについての
教育や健康増進に繋がる取り組みを行う必要がある。2015 年に労働者数が 50 人以上の事業場に義
務化されたストレスチェック制度は，労働者にセルフチェックによるストレスへの気づきとセル
フケアを促し，メンタルヘルス不調の一次予防を目的としたものである。二次予防では，メンタ
ルヘルス不調の早期発見，早期治療を目的した取り組みを行う。労働者のセルフチェックやセル
フケアを推進するとともに，職場環境の改善，教育・研修などによって，疾病を早く発見し，重
篤な病状に至る前に治療を行うことが重要である。しかし，メンタルヘルス不調が生じていても
就労し続ける労働者が多数存在している。最近 3 年間でメンタルヘルス上の不調を感じたことが
ある労働者は 25.7% と，全体の 4 分の 1 を占めており，このうち，約 2 割は通院治療が必要な状
態であり，1 割超は休職に至っている 5)。事業者は，労働者の心身の安全を確保し，労働災害を未
然に防がなければならない安全配慮義務の観点からも，環境上、健康上の問題を抱えたまま労働
者が就労継続することを安易に見過ごしてはならない。メンタルヘルス不調の予防においては，
労働者自身と管理監督者や家族といった周囲の人々が，早期に変調に気づき，速やかかつ適切な
対処を取ることが極めて重要である。
メンタルヘルス対策を行うことは，生産性低下や業績悪化を防ぐための経営上重要なリスクマ
ネジメントでもある。メンタルヘルス不調は，集中力や職務遂行能力の低下などをもたらす可能
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性があるが，最近では，メンタルヘルス不調によるプレゼンティズム（疾病就業）の方がアブセ
ンティズム（病欠）よりも経済的損失等に影響をもたらし得ることが注目されている 15)。また，
職場内で，プレゼンティズムとアブセンティズムが生じると，同僚等の他のメンバーが仕事をカ
バーせざるを得なくなり，結果的にメンタルヘルス不調者以外の労働者の負担が増加し，精神疾
患を拡散させる可能性があることも指摘されている 3)。
近年，一次予防，二次予防に向けた対策を中心に，約 6 割の事業場がメンタルヘルス対策に取
り組んでおり 11)，その数は緩やかに増加傾向にある。しかし，事業規模や雇用形態の違いなどに
おいて実施されている対策に差も見られ，労働者全体に十分なメンタルヘルス支援が行き届いて
いる状況とは言い難い。
また，職場復帰支援と再発予防が重視される三次予防については，対策が遅れている傾向にあり，
職場復帰における支援（職場復帰支援プログラムの策定を含む）に取り組んでいる事業所の割合は，
22.5% にとどまる 11)。労働者のメンタルヘルス不調の中でも，12 ヶ月有病率が最も高い精神疾患は，
うつ病（大うつ病性障害）であり 31)，休職の主要な原因となっている 1)。メンタルヘルス不調によ
る休職は，他の疾患と比較して休職期間が長い傾向にある 17) とともに，復帰後の再発・再休職率
の高さも問題となっており，復帰経過 6 か月後に職場への再適応が可能な者は全体の 3 分の 2 で
あることが報告されている 24)。症状が寛解し，職場復帰を果たしたとしても，業務遂行レベルま
での回復に達しておらず，早期に不適応に至る場合も少なくない。すなわち，休職中から職場復帰，
その後のフォロー期間も含め，症状からの回復のみならず，段階的な職場への再適応と再発予防
を重視した心理的支援の強化が必要であると考えられる。
そこで，本稿では，産業心理臨床の中でも重要課題と考えられる労働者の職場復帰支援に焦点
をあてる。中でも，心理的支援アプローチの一つである「認知行動療法」を取り上げ，その国内
外の動向について概観し，日本における職場復帰支援の課題と展望について論じる。
2. 職場復帰支援における認知行動療法の動向
(1) 職場復帰支援とは
三次予防にあたる職場復帰支援は，労働者が罹患している疾病から回復し，再発予防にも留意
しながら，円滑な職場復帰が果たせるよう支援を行うものである。厚生労働省は，2004 年に復職
支援の事業場向けのマニュアルとして，「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手
引き」14) を作成し，支援の進め方として次の 5 つのステップを示している。
・第 1 ステップ：病気休業開始及び休業中のケア
・第 2 ステップ：主治医による職場復帰可能の判断
・第 3 ステップ：職場復帰の可否の判断及び職場復帰支援プランの作成
・第 4 ステップ：最終的な職場復帰の決定
＜職場復帰＞
・第 5 ステップ：職場復帰後のフォローアップ
これらのステップにもとづき，各事業場で職場復帰プログラムを策定し，関連する規程の整備
等を行い，休業から復職までの流れをあらかじめ明確にしておくことが必要である 14)。段階に応
じた管理監督者・事業場内産業保健スタッフによる相談対応やリワーク（return to work）を導入
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した支援なども含まれる。
リワークとは，気分障害などの精神疾患を原因として休職している労働者に対して，職場復帰
に向けたリハビリテーション（リワーク）を実施する機関で行われているプログラムのことであり，
復職支援プログラムや職場復帰支援プログラムとも呼ばれる 10）。手引きにもとづいて実施される
会社独自（EAP注）を含む）の「職場リワーク」のほか，実施主体の違いによって，医療機関での「医
療リワーク」，地域障害者職業センターでの「職リハリワーク」などがある。リワークでは，休職
から復職，就労へと円滑に移行できることを目的として，決まった時間に施設や会社へ行くこと
による通勤を想定した訓練，仕事に近いオフィスワークや軽作業，復職後のうつ病等の再発予防
にむけた疾病教育や心理療法などが実施されている 10)。
(2) 職場復帰支援と認知行動療法
認知行動療法は，アメリカ精神医学会（American Psychiatric Association ; APA）によるうつ病
治療のガイドラインにおいて，対人関係療法とともに推奨されている 2)。また，認知行動療法，薬
物療法，2 つを併用した療法との比較を行ったレビューでは，併用した療法の場合に抑うつ症状の
改善に最も効果があり，再発率も低いことが示されている 6)。職場復帰にあたっては，休職前の職
場（部署等）への復職が原則であり，復職後に同様のストレッサーに遭遇する可能性もある。また，
就業を継続していく以上は，ストレスフルな体験に再びさらされることも十分想定される。した
がって，休職のきっかけとなった出来事やこれまでの自分自身の働き方や考え方，行動の取り方
などを振り返り，休職に至った要因を整理し，不適応的な認知・行動パターンを改善していくこ
とは再発予防のために極めて大切な点であり，認知行動療法が果たす役割は大きいといえる。また，
休職者が職場復帰可能な状況に至るための重要な段階の一つは，気力や体力など，休職中とは異な
る職場ストレス場面で必要となる機能の回復である 27)。この点について，わが国で行われた心理士
によるうつ病の認知行動療法に関するレビューでは，認知行動療法は，抑うつ症状の改善だけで
はなく，社会機能を高める効果があることが報告されている 23)。2008 年頃より，わが国でも認知
行動療法等の心理療法を復職支援プログラムに取り入れる施設は増加しており，2010 年には認知
行動療法を主とした心理療法は，「標準化リワークプログラム」の一つの重要なカテゴリーに位置
づけられている 7）。
以下では，復職支援プログラムにおける認知行動療法の国内外の研究動向について概観する。
海外における研究動向
復職支援プログラムは，海外でも大きな関心が寄せられている。1980 年代から，オランダや
北欧諸国において，労働者の病気休業による生産性の低下や，休業中の所得補償の増大などが社
会問題となっていた。オランダでは，そうした社会的背景をもとに，労働施策の一環に復職支援
活動が位置付けられており，先進的な試みが行われている 17)。無作為化比較試験（Randomized 
Controlled Trial; RCT）を用いた支援プログラムの効果評価も多数行われエビデンスも蓄積されて
おり，その取り組みについて本邦でもレビューされている 17)20)25)。
例えば，島津・今村 25) は，オランダの復職支援システムについてまとめ，報告している。オラ
ンダでは，産業医向け復職支援ガイドラインが 2000 年に作成されているが，早期復職に向けた積
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極的な介入を目的とし，症状の回復だけではなく職務能力の回復・向上にも焦点を当てているこ
とが特徴である。気分障害等のより重篤な精神疾患は対象とせず，ストレスによる精神的不調を
対象としている。一般診療医向けガイドラインも作成されている。ガイドラインでは，「診断」「介
入」「回復過程のモニタリングと再発予防」の 3 つのパートから構成されているが，認知行動療法
によるアプローチは，「介入」部分に導入されており，Meichenbaum19) のストレス免疫訓練に基づ
く３段階プログラムが実施されている。第 1 段階は，休養や状況の知的理解と受容，第 2 段階は，
ストレッサーの同定と対処方略の探索，第３段階は，日常生活への対処方略の適用である。紹介
された 6 件の無作為化比較試験（Randomized Controlled　Trial；RCT）のうち，2 件はプログラ
ムへの参加によって復職までの日数が短縮されていた。しかし，4 件では変化がみられないなど，
介入効果や費用対効果については，さらなる検討が必要であることが考察されている 25)。
2014 年，2015 年には，職場復帰支援の効果についてのコクランレビューが発表されている。オ
ンラインを含む認知行動療法と通常のケアとの比較において，休職期間の減少に中等度のエビデ
ンスが示されている 16)。一方，総括的なレビューの中では，職場での介入における認知行動療法
の十分な効果は示されていない 32)。職場復帰プログラムの内容は，極めて多様であり，アウトカ
ムの設定や条件間の差もあるが，着実に認知行動療法のエビデンスは蓄積されつつあるといえる。
海外の取り組みのシステマティックレビューをもとに，わが国でも科学的根拠に基づく「産業
保健における復職ガイダンス 2017」が作成されている 17)。可能な限り休職期間を短くするための
介入と，適正な復職判断，復職時の合理的配慮についてエビデンスをまとめて，科学的根拠に基
づく推奨を提示することを目的とし，採用基準にあてはまった 6 件の RCT を用いてメタアナリシ
スが行われた 17 )20)。その結果，休職中の労働者に対して，リハビリテーションを含む通常の医療
措置に加えて，認知行動療法に基づく復職支援プログラム（リワーク）を条件付きで推奨する（中
等度のエビデンスに基づく弱い推奨 )，という結論が得られた。中でも，認知行動療法を含むとす
る心理療法的手法による復職支援プログラム介入群（4 件）では，休職期間が通常ケア群に比べ
て 19 日有意に短いことが示された。レビューの介入研究は，オランダが多く，その他スウェーデ
ン，デンマークなどの研究が含まれているが，保険制度や職場復帰を支援する仕組みの違いから，
研究成果をそのままわが国の取り組みにあてはめることは難しく，留意も必要である 17)。
日本における研究動向
わが国における職場復帰支援に関する研究は，2001 年以降増加傾向にあり，特に「心の健康問
題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」が発表された 2004 年以降，活発に研究論文が
発表されている 4)。
海外ではオランダのように，産業医あるいは保健師などが認知行動療法による介入を行うケー
スが多々見られるが，日本では，うつ病への認知行動療法による介入は，およそ 9 割が心理士によっ
て実施されており 23)，復職支援プログラムでも同様の状況がある。そもそも日本では，認知行動
療法を実施できる心理士やプログラムを実施できる機関が極めて不足している。リワーク等で実
施されるプログラムには，集団で行う認知行動療法も多くみられるが，これらは同時に複数の患
者に介入可能であることから心理士の不足を補う上でも有用であり，患者間のサポートやモデリ
ング効果も期待できる 18)。復職後，業務を遂行するうえでは，対人コミュニケーションは重要な
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要素であるため，集団での介入は対人スキルの回復や習得のための良い実践の場となる。
しかしながら，職場復帰支援プログラムにおける認知行動療法の効果のエビデンスを検証した
国内の研究の数はいまだ少ない。例えば，うつ病休職者を対象にした RCT は，田島ら 29) の集団
認知行動療法の効果の検討に限られる。介入群では非機能的認知や社会的問題解決能力に有意な
改善が示されたが，通常診療群との比較では，うつ症状の改善に有意な群間差は認められなかっ
た。また，うつ病休職者を対象に集団認知行動療法を実施し，介入前後で効果を比較した研究では，
うつ症状や非機能的認知の改善や自己効力感の向上 26)30) や，復職への焦りの意識の低減 30) などが
認められた。田上ら 28) も，うつ病休職者へ集団認知行動療法を実施したところ，介入後に，うつ
症状の低減と社会機能の回復が認められた。一方で，体力面，対人面，認知機能面についての職
場復帰困難感については低減が見られず，新たな介入要素や手続きの再考が必要であることを示
唆している。こうしたことを受けて，伊藤ら 9) は，主にうつ症状によって休職に至った者を対象に，
職場での問題を積極的に扱う集団認知行動療法の効果について検証している。介入前後の比較か
ら，うつと不安症状，社会適応状態，職場復帰後の対人面の困難と職務に必要な認知機能面の困
難については有意な改善が示され，プログラムを完遂者の多くが職場に復帰し，復職 3 カ月後の
就労維持も確認されている。
3. 労働者のメンタルヘルス不調予防における認知行動療法への期待
わが国での復職支援プログラムにおける認知行動療法の効果研究は，いまだ少なく，今後さら
なるエビデンスの蓄積が望まれる。そうした研究，実践が可能な心理士の育成や機関の拡大も重
要課題といえる。また，海外では，職場内での復職支援プログラムも多く見られるが，日本では
導入されていない企業も多く，労働者は職場外の機関におけるリワークプログラムの中で認知行
動療法を受けることが多い。しかし，日本では，復職支援プログラムとして確立されたものはなく，
機関によって認知行動療法の内容も均質ではない。今後は質の担保も重要な課題といえるだろう。
さらに，復職支援プログラムの効果を検討する際，症状の改善，早期復職は，重要なアウトカム
の指標ではあるが，最終的な目標は，再休職，再発の予防である。よって，「復職を達成したか否か」
および「再休職なく就労継続できているか」という復職後の就労継続性の 2 段階からの評価が必
要である 8)。特に，復職困難感の低減や社会機能の回復の強化など，円滑な復職，就労継続につな
がる介入要素を精査した上で，プログラムに取り入れ，その効果を評価していくことは有用であ
ろう。最近では，第三世代の認知行動療法と呼ばれる「マインドフルネス」や「アクセプタンス
& コミットメント・セラピー」を復職支援に取り入れることへの提言 22) や試み 21) もなされており，
今後の発展が期待される。
さらに，休職に至る前の一次予防，二次予防として，認知行動療法にもとづくストレスマネジ
メントを一層強化していくことも必要であるが，労働者個々の持つ強みを引き出し，活性化する「ゼ
ロ次予防」に，いかに認知行動的アプローチが寄与できるかを探索していくことも，労働者のメ
ンタルヘルス不調の予防や well-being の向上に有益であると考えられる。
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